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者が契約を結ばない場合は、本学に帰属す
る。また、入札保証保険契約の締結を行い、
又は契約保証の予約を受けた場合は、入札
保証金を免除する。
 契約保証金 納付。ただし、有価証券等
の提供又は銀行、契約担当役が確実と認め
る金融機関若しくは保証事業会社の保証を
もって契約保証金の納付に代えることがで
きる。また、公共工事履行保証証券による
保証を付し、又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は、契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載を行った者のした入札及び入札に関す
る条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 国立大学法人東京工業
大学契約事務取扱細則第13条に基づいて作成
された予定価格の制限の範囲内で有効な入札
を行った者のうち、評価値の最も高い者を落
札者とする。ただし、落札者となるべき者の
入札価格によっては、その者により当該契約
の内容に適合した履行がなされないおそれが
あると認められるとき、又はその者と契約を
締結することが公正な取引の秩序を乱すこと
となるおそれがあって著しく不適当であると
認められるときは、予定価格の制限の範囲内
の価格をもって入札した他の者のうち、評価
値が最も高い者を落札者とすることがある。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Fujino Tadayuki, The

Obligating Officer Secretary‑General, Ad‑

ministrative Departments, National Uni‑

versity Corporation Tokyo Institute of

Technology

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion and demolition work for West Building

5 and other facilities on Ookayama Cam‑

pus, Tokyo Institute of Technology

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 00 P.M. 28, April, 2021

 Time‑limit for the submission of tenders :

2 : 00 P.M. 25, June, 2021 (tenders submitted

by mail : 2 : 00 P.M. 25, June, 2021)

 Contact point for tender documentation :

General Affairs and Contract Group, Facil‑

ities Planning Division, Facilities Departm‑

ent, National University Corporation

Tokyo Institute of Technology, 2121
Ookayama, Meguro‑ku, Tokyo, 1528550,
Japan TEL 0357343405

 本業務は資料の提出及び入札等を電子入札
システムで行う対象業務である。なお、電子
入札システムによりがたいものは、発注者の
承諾を得た場合に限り紙入札方式に代えるこ
とができる。
 本業務は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
業務である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えるものとする。

２ 指名されるために必要な要件
 入札参加者に要求される資格 入札に参加
しようとする者は、１）に掲げる資格を満た
している単体企業、同一の組合のいずれかで
あること。
１）単体企業（組合を含む）
⒜ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号。以下「予決令」という。）第98条
において準用する予決令第70条及び第71
条の規定に該当しない者であること。
⒝ 近畿地方整備局（港湾空港関係を除く）
における令和３・４年度「補償関係コン
サルタント業務」に係る一般競争（指名
競争）参加資格の認定を受けていること。
（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされ
ている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立
てがなされている者については、手続開
始の決定後、近畿地方整備局長が別に定
める手続に基づき一般競争（指名競争）
参加資格の再認定を受けていること。）
⒞ 近畿地方整備局長から、建設コンサル
タント業務等に関し指名停止を受けてい
る期間中でないこと。
⒟ 警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する者又はこれに準ずる者とし
て、国土交通省発注工事等から排除要請
があり、当該状態が継続しているもので
ないこと。
⒠ 入札参加希望者は代表者又は代理権限
のある名義人のＩＣカードにより、電子
入札システムからダウンロードした当該
業務の入札説明書及び設計図書等に基づ
き資料を作成すること。ただし、電子記
録媒体（ＣＤＲ等）を下記４に持参
又は返信用封筒を添えて電子記録媒体を
郵送することにより電子データの交付を
受け、資料を作成した者も可とする。
なお、「返信用封筒」は簡易書留料金を
加えた所定の料金の切手を貼付するこ
と。（以下、同じ）
また、「郵送」は、郵送（書留郵便に限
る）又は託送（書留郵便と同等のものと
する。）によるものとする。（以下、同じ）

 本工事に係る技術提案書の提出にあたっ
て、ＶＥ提案により施工しようとする場合は、
その内容を示した技術提案書を提出するこ
と。ただし、ＶＥ提案が適正と認められなかっ
た場合においては、標準案により入札に参加
できる。また、標準案に基づき施工しようと
する場合は、標準案によって入札に参加する
旨を記載すること。（詳細は入札説明書）
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、Ｃ
ＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技術者等
の専任制違反の事実が確認された場合、契約
を結ばないことがある。なお、種々の状況か
らやむを得ないものとして承認された場合の
外は、申請書の差替えは認められない。
 施工体制の審査のため、ヒアリングを実施
するとともに、ヒアリングに際して追加資料
の提出を求めることがある。

 ＶＥ提案の採否 ＶＥ提案の採否について
は、競争参加資格の確認の通知に併せて通知
する。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４により申
請書、資料及び技術提案書等を提出すること
ができるが、競争に参加するためには、開札
の時において、当該資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。
 詳細は入札説明書による。

公募型競争入札方式に係る手続開始の公示
（建築のためのサービスその他の技術的
サービス（建設工事を除く））

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を
開始します。
本件は、電子契約システム対象案件です。
なお、本業務は入札手続きの合理化を図るため、
入札契約手続きの一部の窓口について分任支出負
担行為担当官とは異なる事務所にて集約化を行う
「事務集中化の対象業務」です。
令和３年３月 30 日
分任支出負担行為担当官
近畿地方整備局 六甲砂防事務所長

光永 健男
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 28
〇第１号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 丸山西地区外用地図面作成等業務
 業務内容 本業務は、六甲砂防事務所の施
行する事業に必要な土地等の取得等に関する
業務のうち、用地調査等の業務を行うもので
ある。
 履行期間 契約締結日の翌日から令和４年
２月28日
 本業務は、技術提案を受け付け、価格以外
の要素と価格を総合的に評価して落札者を決
定する総合評価落札方式（業務能力評価型）
の適用業務である。
また、本業務の予定価格が500万円を超え
る場合には、技術提案の確実な履行の確保を
厳格に評価するため、技術提案の評価項目に
新たに「履行確実性」を加えて技術評価を行
う試行業務である。
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